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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 94,427 △10.1 1,137 △59.7 1,313 △57.0 △3,694 ―
20年3月期 105,016 71.7 2,825 118.9 3,054 85.2 1,529 22.7

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 △7,595.36 ― △24.1 3.0 1.2
20年3月期 3,164.53 ― 9.7 7.4 2.7
（参考） 持分法投資損益 21年3月期  △19百万円 20年3月期  9百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 40,270 14,059 32.9 27,271.24
20年3月期 47,378 18,623 36.8 35,835.63
（参考） 自己資本  21年3月期  13,263百万円 20年3月期  17,429百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 3,237 △517 787 11,630
20年3月期 591 1,135 △2,636 8,542

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― 0.00 ― 315.00 315.00 153 10.0 1.0
21年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
22年3月期 
（予想）

― 0.00 ― 140.00 140.00 10.0

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率） 

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

42,000 △9.3 300 132.3 300 9.0 150 ― 308.41

通期 90,000 △4.7 1,300 14.3 1,300 △1.0 680 ― 1,398.10

- 1 -

mi-ito
テキストボックス
髙



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注） 詳細は、29ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注） １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、45ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 492,386株 20年3月期 492,386株
② 期末自己株式数 21年3月期 6,013株 20年3月期 5,999株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 891 68.5 258 525.5 138 23.3 △3,236 ―
20年3月期 528 △91.4 41 △80.0 112 △54.8 79 △89.4

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円 銭 円 銭

21年3月期 △6,654.90 ―
20年3月期 164.81 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 14,441 10,480 72.5 21,515.17
20年3月期 18,094 13,908 76.8 28,563.58
（参考） 自己資本 21年3月期  10,464百万円 20年3月期  13,892百万円

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を 
含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 
 また、上記予想に関する事項は４ページを参照してください。 
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(1）経営成績に関する分析 

①当連結会計期間の経営成績  

当連結会計年度（平成20年４月１日～平成21年３月31日）のわが国並びに世界経済は、サブプライムローン問題に

端を発する金融不安から連鎖的に拡大した景気後退が、秋以降、深刻化し、百年に一度と言われる不況に突入したも

のと見られております。  

当社グループの属するパソコン業界におきましては、ネットブックと呼ばれるインターネット・メール等の使用に

主眼を置いた低価格のミニノートパソコンが人気を集め、世界市場での総出荷台数は前期比で増加いたしましたが、

平均販売価格の大幅な低下により各社とも十分な収益の確保が難しくなっており、業界各社の経営環境は厳しさを増

しております。社団法人電子情報技術産業協会の発表によれば、国内のパソコンの出荷台数は前期比5.5％減、出荷

金額は同14.0％減となり、個人向けの最大の商戦期である年末、及び法人向けの最大の商戦期である年度末ともに、

例年の盛り上がりに欠く結果となっております。 

このような状況の中で、当社グループは、「マウスコンピューター」「パソコン工房」をメインブランドとする

BTO（受注生産）・完成品パソコンの製造・販売と、CPU（中央演算処理装置）・マザーボードをはじめとするパソコ

ン基幹パーツの卸売・小売を中心に、引き続きマーケットのニーズを的確に汲み取りながら事業を展開してまいりま

した。また、グループ組織の合理化及び収益体質の強化を図るべく、連結子会社間による合併（株式会社シネックス

及びフリーク株式会社、並びに株式会社マウスコンピューター及び株式会社iiyama）、子会社の事業部門の一部譲渡

（株式会社iiyamaの国内産業用モニタ事業の東京特殊電線株式会社への譲渡）、投資事業の縮小（当社及び株式会社

MCJパートナーズの合併）をおこないました。さらに、市場環境の急変に対応し、売上高及び売上総利益の減少に見

合った費用構造とするべくコスト削減施策を順次実行してまいりました。 

しかしながら、前年まで比較的好調であった国内パソコン市場における個人需要の減少の影響を補うことができ

ず、当連結会計年度の連結売上高は94,427百万円（前連結会計年度比10.1％減）となりました。利益面におきまして

は、前述しました売上高の減少及び平均販売価格の低下が売上総利益を圧迫したことに加え、取引先の民事再生手続

開始の申立てに伴う貸倒引当金繰入額の発生等もあり、営業利益は1,137百万円（前連結会計年度比59.7％減）、経

常利益は1,313百万円（同57.0％減）となりました。 

また、当社グループはこれまで、市場の成熟化に対応して積極的なM&Aの実施による規模拡大を追及してまいりま

したが、世界的な未曾有の経済不況のもと、市場規模の縮小と競争激化による収益性の低下を招いたため、今後の事

業計画を見直した結果、当連結会計年度以前に買収した一部の子会社において当初想定していた収益が見込めなくな

ったため、のれんの減損損失及び償却額を計上しました。さらに、国内株式市場の低迷等に伴う投資有価証券評価

損、固定資産の減損損失等を計上したことにより、当期純損失は3,694百万円（前連結会計年度は1,529百万円の当期

純利益）となりました。  

  

  

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 なお、当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較にあたっては前連結会計年度分

を変更後の区分に組み替えて行っております。  

  

(パソコン関連事業) 

「マウスコンピューター」ブランドによるパソコン及び「iiyama」ブランドによる液晶ディスプレイの国内製造・

販売部門においては、WEB等において直接販売を行うダイレクト販売、家電量販店向けの販売、流通商社等の法人向

け販売が、総じて当初見込みを下回る結果となり、売上高・営業利益ともに前期比で減少いたしました。主な要因と

しては、大手外資系パソコンメーカーとの競争激化、ネットブックの市場拡大の影響による平均販売価格の低下、産

業用モニタの事業譲渡等が挙げられます。 

「iiyama」ブランドの欧州販売部門においては、引き続き大型ワイドモデルの旺盛な需要を受けて好調に推移し、

売上高は大幅な円高ユーロ安の進行により前期比で減少したものの、営業利益は前期比で大幅に増加いたしました。

「パソコン工房」「Faith」「TWOTOP」ブランドで全国に店舗展開する小売部門においては、秋以降、店舗のリニ

ューアル等の集客力強化に努めたことにより、市場規模の縮小にも関わらず、売上高は前期水準を維持いたしまし

た。また、粗利率を1パーセント以上改善したことに加え、販管費の大幅な削減に努めたことにより、営業利益は前

期比で増加いたしました。 

パソコン及びCPU・ハードディスク・マザーボード・グラフィックボード等パソコン基幹パーツの代理店販売・卸

売部門においては、ASUSTeK Computer社製のネットブック「Eee PC」が順調に売上を伸ばしたものの、国内パソコン

市場の全般的な停滞の影響を受けたことに加え、大幅な円高ドル安の進行に伴う市場価格の低下や、取引先である九

十九電機株式会社が民事再生手続開始の申立てをおこなったこと等もあり、売上高・営業利益ともに前期比で減少い

たしました。 

１．経営成績



「iriver」「SIREN」ブランドのデジタルオーディオプレーヤー及びポータブルデバイスの販売部門においては、

市場の縮小と価格競争の激化により、売上高は前期比で減少し、営業損失を計上いたしました。 

「Cafesta」ブランドのSNS（ソーシャルネットワーキングサービス）事業部門においても、インターネット広告市

場の停滞等により、営業損失を計上いたしました。 

これらの結果、当事業における売上高は92,212百万円（前連結会計年度比10.3％減）、営業利益は1,076百万円

（同59.2％減）となりました。 

  

(メディア事業) 

 メディア事業部門においては、引き続き出版市場は縮小傾向にあるものの、コンピューター関連書籍出版の競合他

社の一部が市場から撤退した影響もあり、各店頭における陳列スペースの拡大に成功し、Windows Vista、Microsoft 

Office 2007等のパソコン専門書の販売を中心に、好調に推移いたしました。この結果、当事業における売上高は

2,079百万円（前連結会計年度比9.8％増）、営業利益は250百万円（同34.4％増）となりました。 

  

(投資事業) 

投資事業部門においては、外国為替証拠金取引事業が、大幅な円高の進行の影響等により手数料収入等が大幅に減

少し、営業損失を計上いたしました。また、株式市場の低迷等による投資有価証券売却損等を計上した結果、当事業

における売上高は142百万円（前連結会計年度比49.7％減）、営業損失は185百万円（同438.4％増）となりました。

なお、当社及び株式会社MCJパートナーズの合併により、投資事業は既に縮小しております。 

  

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

（日本） 

当社グループにおける事業の大半を占める日本国内の業績は、前年まで比較的好調であった個人需要の大幅な減少

の影響等を受け、売上高は前期比で減少いたしました。また、売上高の減少及び平均販売価格の低下に伴う売上総利

益の減少に加え、取引先の民事再生手続開始の申立てに伴う貸倒引当金繰入額の発生等もあり、営業利益も前期比で

減少いたしました。この結果、売上高は87,404百万円、営業利益は547百万円となりました。 

  

（欧州） 

「iiyama」ブランドによる液晶ディスプレイの欧州販売部門においては、引き続き大型ワイドモデルの旺盛な需要

を受けて好調に推移し、売上高は大幅な円高ユーロ安の進行により前期比で減少したものの、営業利益は前期比で大

幅に増加いたしました。この結果、売上高は8,826百万円、営業利益は555百万円となりました。 

  

②次期の見通し 

次期のわが国並びに世界経済は、主要各国において過去に例を見ない規模での財政発動がおこなわれ、不況からの

早期脱出が試みられているものの、景気が底を打つ時期については、予断を許さない状況にあります。 

当社グループの属するパソコン業界におきましても、ネットブックの出荷が減速しつつある中、前期の企業業績の

悪化に伴う個人所得の減少及びそれに伴う個人消費の更なる低迷、マイクロソフト社の新しいOS（オペレーティング

システム）「Windows7」の発売を前にした買い控え等により、市場環境の厳しさは平成21年の年末まで続くことが確

実視されます。 

このような状況の中で、当社グループは、主力事業であるパソコン関連事業において、引き続きマーケットのニー

ズを的確に汲み取りながら、最新技術を用いたパーツをいち早く取り入れ、これを迅速に且つリーズナブルな価格で

製品化して市場投入することを源泉とする、従来から持つ競争力の再強化を図り、平成21年の年末以降に期待される

「Windows7」の発売開始に伴う新たな製品及びパーツ需要を積極的に取り込むことにより、市場規模の縮小が予想さ

れる中、売上高の減少を最小限に止めるよう努めてまいります。また、品質管理や顧客サポートの更なるレベルアッ

プを図り、製品のコストパフォーマンスにおいて高評価を頂いている顧客満足度のより一層の向上を目指してまいり

ます。 

当社グループはこれまで、市場の成熟化に対応して、積極的なM&Aの実施による規模拡大を追及してまいりました

結果、BTOパソコン及びホワイトボックスと呼ばれる店舗ブランドパソコンの市場においては、既に相当数のシェア

及び認知度を獲得するに至っているものと自負しております。規模拡大における一定の成果は収められたとの認識の

もと、当社グループでは、グループシナジー（当社グループ内の人材・製品・取引関係等の経営資源の相互活用によ

る収益拡大効果）を再精査し、シナジーの薄い事業から撤退する一方、市場の停滞局面においてもなおグループシナ

ジーをより一層発揮できるよう、各種機能・拠点の統廃合や見直しを引き続き進めてまいります。次期においてはそ

の一つとして、グループ各社の物流拠点を一箇所に統合し、物流関連費用の抑制・低減を図ってまいります。 



また、当連結会計年度において多額の特別損失を計上いたしましたことに対する真摯な反省から、J-SOX法対応を

含む内部管理体制やガバナンス体制の再構築を行い、ステークホルダーの皆様の期待を裏切らない企業として持続的

な利益成長を改めて目指してまいる所存です。 

以上により、平成22年３月期の連結業績につきましては、売上高90,000百万円（当連結会計年度比4.7％減）、営

業利益1,300百万円（同14.3％増）、経常利益1,300百万円（同1.0％減）、当期純利益680百万円（当連結会計年度は

3,694百万円の当期純損失）を見込んでおります。 

  

(2）財政状態に関する分析 

  ①資産、負債及び純資産の状況 

  （資産） 

  当連結会計年度末における総資産は40,270百万円となり、前連結会計年度末47,378百万円と比較して7,108百万円

の減少となりました。 

   流動資産は33,748百万円（前連結会計年度末36,237百万円）となり、2,488百万円の減少となりました。固定資産

は6,521百万円（前連結会計年度末11,140百万円）となり、4,619百万円の減少となりました。これは主に、のれんの

減少4,213百万円によるものであります。 

  

 （負債） 

  当連結会計年度末における負債の合計額は26,210百万円となり、前連結会計年度末28,754百万円と比較して2,544

百万円の減少となりました。 

 流動負債は20,382百万円（前連結会計年度末24,747百万円）となり、4,364百万円の減少となりました、固定負債

は5,828百万円（前連結会計年度末4,007百万円）となり、1,820百万円の増加となりました。これは主に、長期借入

金の増加1,530百万円があったものの、買掛金並びに短期借入金の減少及び流動資産における外国為替証拠金取引事

業での委託者に係る資産の減少があったことによるものであります。 

  

 （純資産） 

  当連結会計年度末における純資産は14,059百万円となり、前連結会計年度末18,623百万円と比較して4,564百万円の

減少となりました。これは主に、当期純損失による利益剰余金の減少3,694百万円によるものであります。 

  ②キャッシュ・フローの状況 

  当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、法人税等の支払い、借入金の返済によ

る支出等の減少要因があったものの、売上債権の減少、たな卸資産の減少、借入れによる収入により前連結会計年度

末に比べ3,087百万円増加（前年同期は832百万円の減少）し、当連結会計年度末には11,630百万円となりました。 

  

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は3,237百万円（同447.2％増）となりました。 

 これは主に、売上債権の減少高1,199百万円（同38.3％減）、貸倒引当金の増加額165百万円、たな卸資産の減少額

2,043百万円（前年同期は1,093百万円の増加額）及び法人税等の還付額302百万円等の増加要因に対し、仕入債務の

減少775百万円（同69.3％減）及び法人税等の支払額1,516百万円（同15.3％減）等の減少要因によるものでありま

す。  

  

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は517百万円（前年同期は1,135百万円の獲得）となりまし

た。 

  これは主に、有形固定資産の取得による支出532百万円（同12.8％増）、無形固定資産の取得による支出196百万

円（同285.7％増）及び差入保証金の差入による支出160百万円に対し、事業譲渡による収入が113百万円によるもの

であります。 

  

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   当連結会計年度において財務活動の結果得られた資金は787百万円（前年同期は2,636百万円の使用）となりまし

た。 

   これは主に、短期借入金の純増額1,162百万円（前年同期は1,700百万円の純減額）及び長期借入れによる収入

2,700百万円（同10.0％減）に対し、長期借入金の返済による支出2,770百万円（同25.7％増）、社債の償還による

支出160百万円（同91.4％減）及び配当金の支払額150百万円によるものであります。 



   （参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

       自己資本比率：自己資本／総資産 

       時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

       キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

       インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

      （注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

      （注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

      （注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期の配当 

当社グループは、株主の皆様への利益還元の充実を経営上の最も重要な課題の一つと考えており、経営成績に応じ

た業績成果配分型の配当を基本方針として、連結当期純利益ベースでの配当性向10％を目標として利益還元をおこな

ってまいります。当期の配当金につきましては、当期純損失を計上したことにより、誠に遺憾ではございますが、無

配とさせていただきます。また、次期配当予想額につきましては、１株当たり期末配当金140円、年間１株当たり配

当金140円を予定しております。 

なお、内部留保資金につきましては、事業環境（収益、M&A、設備投資の状況等）に合わせ機動的かつ有効的にこ

れを活用し、中長期的な展望に立って企業体質と市場競争力のより一層の強化に取り組んでまいります。 

  

(4）事業等のリスク 

当社及び当社グループの事業運営上、想定される事業等のリスクは以下のとおりです。なお、以下の各項目は、投

資判断上、あるいは当社グループの事業活動をご理解いただく上で重要と考えられる事項を、積極的な情報開示の観

点から記載しております。また、以下の各項目における将来に関する事項については、平成21年５月14日時点におい

て当社で想定される範囲で記載したものであり、当社株式への投資に関連するリスクの全てを網羅するものではあり

ません。 

  

①持株会社として連結子会社の事業等のリスクを包括的に抱えることのリスク 

1）パーツ価格の変動について 

パソコンパーツ・液晶パネルは陳腐化が早く、概ね価格は下落基調となるほか、需給バランスによって価格が大

きく変動します。BTO方式を採用するパソコン製造・販売子会社においては、月単位でパソコンパーツの価格を改定

し、製品販売価格へ反映することが可能であるため、パソコンパーツの価格変動に対する抵抗力を有しております

が、パソコンパーツの調達・販売をおこなう子会社においては、販売見込の錯誤又はパーツメーカーによる突発的

な価格改定によって未消化在庫を抱える場合があり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

2）為替対策について 

海外の仕入先から調達をおこなう子会社においては、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクのヘッジを目的と

する為替予約取引、及び借入金等の金利変動リスクの回避を目的とするスワップ取引等をおこなっており、円高・

円安を問わず、急激な為替変動によって契約金額と時価とに大幅な乖離が生じた場合には、一定の評価損が発生

し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

3）取引先の経営破綻について 

当社グループ製品の販売は特定の取引先に依存しておらず、各子会社においては、主要な取引先について与信状

況を適宜確認するとともに、リスク回避のため必要に応じて取引信用保険に加入しておりますが、主要な取引先が

予期せずして経営破綻した場合には、売上債権の全額又は一部を回収できなくなるおそれがあるほか、当該取引先

に対する将来の売上が見込めなくなるおそれがあり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

   平成19年３月期 平成20年３月期  平成21年３月期  

自己資本比率（％）  40.4  36.8  32.9

時価ベースの自己資本比率（％）  70.6  40.2  6.1

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年）  10.1  25.5  4.9

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  10.0  3.1  16.9



  

4）取引先の業界再編について 

パソコン製造・販売子会社においては、複数の家電量販店向けに独自仕様のOEM製品を納入しており、又パソコン

パーツ販売子会社においても複数の家電量販店と取引をおこなっておりますが、家電量販店業界の再編加速によ

り、他社製品を優遇する家電量販店へ支配権が移行した場合には、当社グループ製品の取扱を中止されるおそれが

あり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

5）店舗展開について 

パソコン製造・販売子会社の一部においては、日本全国の都市部を中心に店舗展開をしておりますが、店舗の確

保は建物賃貸借契約を中心としております。したがって、賃貸人の財務状況の悪化等により、貸主としての義務を

果たせなくなった場合には、保証金、敷金の全額又は一部を回収できなくなる可能性があります。また、店舗の収

益性が悪化し、閉店することとなった場合には、閉店に伴う損失が業績に影響を与える可能性があります。なお、

店舗の新規出店をおこなう場合、大規模小売店舗立地法に基づいて出店調整を受ける場合がありますが、現時点で

法的規制は受けておらず、規制対象となる店舗の出店予定も現時点ではありません。 

   

6）基幹システムについて 

パソコン製造・販売子会社におけるBTO方式による受注システムは、自社開発の基幹情報システムによって構築さ

れております。当社グループの急激な拡大に対応するために、新たなシステムの導入を検討しておりますが、導入

の遅延や導入前又は導入後システムトラブルが発生する場合には当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

  

7）顧客情報の管理について 

当社グループは、顧客の個人情報の管理について、個人情報の保護に関する法律に従って情報管理体制の整備及

び役職員への教育指導等を随時おこない、情報漏洩防止に努めておりますが、情報漏洩の発生を完全に防止できな

い可能性があります。万一、情報漏洩が発生した場合には、当社グループの信用力低下並びに損害賠償請求を受け

るおそれがあり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

8）法的規制等について 

パソコン、液晶ディスプレイその他の精密機器を製造する各子会社においては、その製造・販売にあたり、製造

物責任法、電気用品安全法、消費者契約法、特定商取引に関する法律その他法令の適用あるいは規制を受けており

ます。当社グループでは、各種法令の遵守体制には万全を期しておりますが、万一、発火・爆発・有毒ガス発生等

の事故を引き起こし、又は法令違反が重大な争訟問題に発展した場合には、営業許可の取消し、営業の禁止、一定

期間の営業停止等を命じられることがあり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

9）製品の欠陥等、製造物責任について 

パソコン、液晶ディスプレイその他の精密機器を製造する各子会社においては、製品の品質安定に細心の注意を

払っておりますが、予測不能な製品及び使用している部材等の欠陥又は不具合により、納入先顧客から損害賠償を

請求される可能性があります。また、製造物責任法に基づく損害賠償請求に対しては、一定額の損害保険に加入

し、リスク回避策を講じておりますが、市場における顧客からの信頼を大きく損なった場合や、補償額を超える損

害が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

10）知的財産権について 

当社グループ各社が取扱うパソコン、液晶ディスプレイその他の精密機器には、最先端の技術を用いた部品が数

多く採用されておりますが、知的財産権の適用範囲が多岐に渡っているため、当社グループの製品又は技術が結果

的に他社の知的財産権を侵害している可能性があります。当社グループは、侵害行為による紛争が生じないよう細

心の注意を払っておりますが、想定外の訴訟が発生した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

11）出版市況の悪化について 

メディア事業を担う子会社においては、パソコン関連書籍以外の書籍発刊への取り組みを開始しており、単一ジ

ャンルに依存するリスクの回避及び新規収入源の模索をおこなっておりますが、出版市況のさらなる悪化、又は強

力な競合出版社が現れた場合には、これらの策が功を奏しないおそれがあり、当社グループの業績に影響を及ぼす

可能性があります。 

  



②持株会社としてのリスク 

1）有能な人材の確保について 

当社は、純粋持株会社としてグループ子会社の統括・運営をおこなっております。効率的かつ合理的な子会社の

統括・運営にはマネジメントスキルに優れた管理要員が必須となりますが、グループ内における人材育成や外部か

らの人材登用等が計画通りに進まず、適正な人材配置が困難となった場合、あるいは業務依存度の高い人材を複数

名流出させてしまった場合には、円滑なグループ経営が困難となり、当社グループの業績に影響を与える可能性が

あります。 

  

2）M&A等にかかるリスクについて 

当社グループは事業環境に即応するためにM&A等による新規事業への進出、既存事業の充実、及び関連技術の獲得

等をおこなっており、これらを経営の重要課題として位置付けております。M&A等の実施にあたっては、対象企業の

成長性、財務内容、契約関係等についての詳細な事前審査を行い、十分にリスクを検討した上で決定するよう細心

の注意を払っておりますが、統合後の偶発債務発生や新たな潜在リスクの判明等、事前調査では把握し切れなかっ

た問題が生じた場合、又は市場・競争環境の劇的な変化等、統合後の事業計画が想定どおりに進まない場合には、

当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。また、統合により当社グループが従来関与してい

ない新規事業が加わる場合には、その事業固有のリスク要因が、包括的に持株会社のリスクとなります。 

  



 平成21年５月14日現在、当社グループは、当社（株式会社MCJ）及び連結子会社16社の計17社で構成されており、

パソコン関連事業、メディア事業及び投資事業の３セグメントに分類される事業を展開しております。当社グループ

各社の相関関係及び事業系統図は下記記載のとおりです。 

 なお、当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更しております。変更の内容については、「４．連結財務

諸表 注記事項 （セグメント情報）」に記載のとおりであります。 

  

（１）パソコン関連事業 

 パソコンの製造・販売、液晶ディスプレイの製造・販売、パソコン及びパソコン周辺機器パーツの国内外からの調

達、卸売及び販売等を行っております。 

 該当会社は、当社連結子会社である株式会社マウスコンピューター（※注１）、iiyama Benelux B.V.（及びその

海外子会社４社（※注２））、株式会社シネックス（※注３）、株式会社ユニティ、株式会社iriver japan、、株式

会社ユニットコム（及びその国内子会社２社（※注４））、カフェスタ株式会社及びPC・JAPAN有限責任事業組合と

なります。 

（２）メディア事業 

 メディア事業においては、主にパソコン関連書籍の編集、発行及び出版事業を行っております。 

 該当会社は、当連結子会社である株式会社秀和システムとなります 

（３）投資事業 

外国為替証拠金取引事業に関する投資育成を行っております。 

該当会社は、当社連結子会社であるFXトレード株式会社となります。（※注５） 

  

※注１ 平成20年10月１日、株式会社マウスコンピューターは株式会社iiyamaを吸収合併いたしました。 

※注２ 海外子会社４社とはiiyama Deutschland GmbH（ドイツ）、iiyama France SARL（フランス）、iiyama 

     （UK）Ltd.（イギリス）、iiyama Polska Sp.z o.o.（ポーランド）をいいます。 

※注３ 平成20年５月１日、株式会社シネックスはフリーク株式会社を吸収合併いたしました。  

※注４ 国内子会社２社とはアイシーエムカスタマーサービス株式会社、株式会社エムヴィケーをいいます。 

※注５ 平成21年３月25日、当社は株式会社ＭＣＪパートナーズを吸収合併いたしました。  

[事業系統図]  

  

※ 上記系統図には、平成21年５月14日現在、当社が株式を直接保有している連結子会社のみを記載しております。 

２．企業集団の状況



(1)経営の基本方針 

これまでデジタルの代名詞であったパソコンは、その普及率の向上とともに他の一般家電と並列して認知される時

代となり、さらに携帯電話機やパソコン周辺機器等の飛躍的な技術革新によって、これまでパソコンでしか実現でき

なかった機能の共有化・分散化が加速しております。しかしながら、パソコンの進化もまた歩みを止めることなく加

速しており、機能の共有化・分散化が進んだとしても、パソコン自体の需要が急激に減少することはないと思われま

す。 

こうした状況において当社グループは、パソコンの製造・販売事業を起点としながら、それを取り巻く様々なサー

ビスをカバーする「総合IT企業グループ」を形成し、ITに関連する顧客及び社会ニーズに柔軟に対応できる体制の構

築を目指しております。また、グループが無機的な個の集合体ではなく、親和性を持ち、相互に補完し合うことによ

ってより多くの相乗効果を生み出せるよう、統合的な管理運営に努め、グループメリットを最大限に追求していく所

存です。 

   

(2）目標とする経営指標 

当社グループは、「売上高経常利益率」を重要な経営指標として掲げ、キャッシュフロー重視の経営に努めており

ます。主力事業であるパソコン関連事業においては、部材の価格下落リスクが常にあり、同時に部材の多くが薄利多

売傾向にあることを要因として利潤を上乗せしにくい傾向にありますが、組織の合理化や販売費及び一般管理費の圧

縮によって、長期的には売上高経常利益率５％の実現を目指してまいります。 

また、株主の皆様に出資していただいた資本の運用効率や収益性を図る尺度である株主資本利益率（ROE）の向上

にも十分に配慮してまいります。  

  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

当社グループは、上記経営方針に基づき、パソコンパーツの仕入段階から、パソコン本体の製造、流通、販売、サ

ポート等の一連の事業を垂直的にカバーすることのできる比類ない企業体を目指しております。総合IT企業グループ

としてさらなる飛躍を遂げるため、下記項目に対しバランス良く経営資源を投入し、対処してまいります。  

・既存事業の強化 

・組織の効率化とフレキシブルな意思決定体制の構築 

・人材の育成と有能な人材を確保するための制度構築 

・周辺事業会社との提携・M&A等の実施 

  

(4）会社の対処すべき課題 

当社グループは、パソコン本体及び周辺機器の製造・販売、及びパソコンパーツの卸売・販売を主力事業としてお

りますが、パソコン本体の国内販売市場は成熟状態にあり、競合他社・競合製品が依然として多いことから、パソコ

ン製造・販売をおこなう子会社においては、価格・性能・品質・外観のトータルバランスを常に考慮し、差別化を図

っていく必要があります。特定機能に特化したモデルのラインナップや、消費者のニーズに合わせ特定目的のために

カスタマイズ対応をおこなう等、BTOメーカーとしてのメリットを最大限に生かした柔軟かつ独創的な製品開発を目

指してまいります。 

パソコンパーツの卸売・販売をおこなう子会社においては、市場動向を見極め、必要な商材をタイムリーに調達す

るとともに、各販売店とのリレーションを密にし、取扱規模の拡大を図っていく必要があります。各種販売ツールの

提供やイベントの支援等、各販売店における取扱商材の訴求力向上を支援するとともに、法人顧客をはじめとする安

定的な販売先の獲得に向け、営業努力を重ねてまいります。 

メディア事業においては、パソコン関連書籍の発刊を主力事業としておりますが、今後の収益拡大及び単一ジャン

ルへの依存に伴う事業リスク回避のためには、新たなジャンルへの進出、市場対応力の強化等の施策が必要となりま

す。有効なマーケティングデータを活用し、直ちにこれを経営に伝達できる体制の確立、新刊投入、実売数の増加、

返品率の低減に取り組んでまいります。 

その他、「１.(4)事業等のリスク」に掲げるリスク要因を常に考慮し、迅速な意思決定に基づく効率的経営をおこ

ない、当社グループの企業価値の最大化に向けて邁進してまいります。 

  

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

  該当事項はありません。 

  

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,612,632 12,141,025

受取手形及び売掛金 10,272,827 8,623,754

営業投資有価証券 166,692 78,895

たな卸資産 12,957,471 －

商品及び製品 － 9,301,073

仕掛品 － 66,970

原材料及び貯蔵品 － 1,152,181

繰延税金資産 586,531 585,023

未収入金 312,032 354,956

その他 3,450,778 1,533,561

貸倒引当金 △121,140 △88,596

流動資産合計 36,237,825 33,748,845

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※2  1,486,373 ※2  1,699,800

減価償却累計額 △457,973 △568,061

建物及び構築物（純額） 1,028,399 1,131,739

土地 ※2  692,650 ※2  692,650

リース資産 － 344,190

減価償却累計額 － △8,561

リース資産（純額） － 335,629

その他 1,036,765 1,022,116

減価償却累計額 △646,081 △697,965

その他（純額） 390,683 324,151

有形固定資産合計 2,111,733 2,484,169

無形固定資産   

のれん ※4  5,718,483 ※4  1,504,491

その他 411,691 390,233

無形固定資産合計 6,130,175 1,894,724

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  900,390 ※1  399,894

長期預金 616,000 136,000

繰延税金資産 166,712 260,996

その他 1,257,712 1,575,757

貸倒引当金 △41,911 △230,091

投資その他の資産合計 2,898,903 2,142,557

固定資産合計 11,140,812 6,521,452

資産合計 47,378,638 40,270,298



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 6,615,078 5,483,197

短期借入金 11,433,389 10,997,032

1年内償還予定の社債 160,200 100,200

未払金 923,825 763,422

未払法人税等 978,705 378,878

賞与引当金 223,548 265,128

製品保証引当金 391,546 374,601

返品調整引当金 151,635 155,341

ポイント引当金 11,407 7,597

事業整理損失引当金 － 111,619

その他 3,858,108 1,745,525

流動負債合計 24,747,445 20,382,545

固定負債   

社債 349,700 249,500

長期借入金 ※2  3,137,760 ※2  4,667,950

繰延税金負債 46,325 26,773

退職給付引当金 321,830 382,952

役員退職慰労引当金 82,670 94,630

その他 69,200 406,354

固定負債合計 4,007,485 5,828,160

負債合計 28,754,930 26,210,705

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,775,035 3,775,035

資本剰余金 9,540,558 9,540,558

利益剰余金 4,386,887 633,280

自己株式 △358,788 △359,209

株主資本合計 17,343,692 13,589,664

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △73,263 △40,791

繰延ヘッジ損益 △14,715 3,260

為替換算調整勘定 174,269 △288,136

評価・換算差額等合計 86,290 △325,667

新株予約権 16,000 16,000

少数株主持分 1,177,724 779,595

純資産合計 18,623,707 14,059,592

負債純資産合計 47,378,638 40,270,298



（２）連結損益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 105,016,295 94,427,343

売上原価 88,120,228 78,873,639

売上総利益 16,896,066 15,553,703

販売費及び一般管理費 ※1.2  14,070,375 ※1.2  14,415,860

営業利益 2,825,691 1,137,843

営業外収益   

受取利息 59,778 56,142

受取配当金 80,952 1,127

負ののれん償却額 18,418 18,418

持分法による投資利益 9,538 －

投資有価証券売却益 83,700 －

為替差益 355,187 －

デリバティブ評価益 － 307,269

受取手数料 － 102,188

その他 204,485 136,326

営業外収益合計 812,061 621,474

営業外費用   

支払利息 193,740 177,132

持分法による投資損失 － 19,098

投資有価証券売却損 － 4,556

為替差損 － 152,001

デリバティブ評価損 299,984 －

支払手数料 20,799 31,934

その他 69,089 61,110

営業外費用合計 583,613 445,833

経常利益 3,054,139 1,313,483

特別利益   

固定資産売却益 － ※3  1,873

関係会社株式売却益 － 11,092

投資有価証券売却益 － 2,806

貸倒引当金戻入額 30,994 4,615

補助金収入 66,679 21,556

保険解約益 28,328 －

過年度関税戻入益 108,629 －

事業譲渡益 － 57,142

その他 34,186 15,940

特別利益合計 268,818 115,026



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

特別損失   

固定資産売却損 － ※4  9,037

固定資産除却損 ※5  15,164 ※5  55,206

関係会社株式売却損 － 8,015

投資有価証券評価損 217,992 306,765

減損損失 ※6  14,329 ※6  1,319,263

のれん償却額 － ※7  2,654,144

過年度関税追徴税額 72,576 －

事業整理損失引当金繰入額 － 111,619

事業整理損 67,310 ※8  70,547

その他 57,623 269,949

特別損失合計 444,996 4,804,549

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

2,877,961 △3,376,038

法人税、住民税及び事業税 1,425,480 813,417

法人税等調整額 △217,675 △118,786

法人税等合計 1,207,804 694,630

少数株主利益又は少数株主損失（△） 140,329 △376,467

当期純利益又は当期純損失（△） 1,529,827 △3,694,201



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 3,775,035 3,775,035

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,775,035 3,775,035

資本剰余金   

前期末残高 7,688,476 9,540,558

当期変動額   

新株の発行 1,852,081 －

当期変動額合計 1,852,081 －

当期末残高 9,540,558 9,540,558

利益剰余金   

前期末残高 2,870,254 4,386,887

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － 25,375

当期変動額   

剰余金の配当 － △153,212

当期純利益又は当期純損失（△） 1,529,827 △3,694,201

自己株式の取得 ※  △13,194 －

持分法の適用範囲の変動 － 68,650

その他 － △219

当期変動額合計 1,516,632 △3,753,607

当期末残高 4,386,887 633,280

自己株式   

前期末残高 △823 △358,788

当期変動額   

自己株式の取得 △357,964 △420

当期変動額合計 △357,964 △420

当期末残高 △358,788 △359,209

株主資本合計   

前期末残高 14,332,943 17,343,692

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － 25,375

当期変動額   

新株の発行 1,852,081 －

剰余金の配当 － △153,212

当期純利益又は当期純損失（△） 1,529,827 △3,694,201

自己株式の取得 △371,159 △420

持分法の適用範囲の変動 － 68,650

その他 － △219

当期変動額合計 3,010,749 △3,754,028

当期末残高 17,343,692 13,589,664



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △103,113 △73,263

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 29,850 32,472

当期変動額合計 29,850 32,472

当期末残高 △73,263 △40,791

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △125 △14,715

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △14,589 17,975

当期変動額合計 △14,589 17,975

当期末残高 △14,715 3,260

為替換算調整勘定   

前期末残高 △236,539 174,269

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 410,808 △462,405

当期変動額合計 410,808 △462,405

当期末残高 174,269 △288,136

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △339,779 86,290

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 426,069 △411,957

当期変動額合計 426,069 △411,957

当期末残高 86,290 △325,667

新株予約権   

前期末残高 16,186 16,000

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △186 －

当期変動額合計 △186 －

当期末残高 16,000 16,000

少数株主持分   

前期末残高 1,216,357 1,177,724

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △38,633 △398,129

当期変動額合計 △38,633 △398,129

当期末残高 1,177,724 779,595



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

純資産合計   

前期末残高 15,225,708 18,623,707

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － 25,375

当期変動額   

新株の発行 1,852,081 －

剰余金の配当 － △153,212

当期純利益又は当期純損失（△） 1,529,827 △3,694,201

自己株式の取得 △371,159 △420

持分法の適用範囲の変動 － 68,650

その他 － △219

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 387,248 △810,086

当期変動額合計 3,397,998 △4,564,114

当期末残高 18,623,707 14,059,592



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）  

 （注）利益剰余金の減少は、連結子会社が保有していた当社の株式を当社へ売却したことに伴う税金の当社持分相当

額であります。 

  

連結株主資本等変動計算書の欄外注記



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

2,877,961 △3,376,038

減価償却費 324,727 412,233

減損損失 － 1,319,263

のれん償却額 362,380 3,071,308

負ののれん償却額 △18,418 △18,418

貸倒引当金の増減額（△は減少） － 165,897

賞与引当金の増減額（△は減少） － 43,343

事業整理損失引当金の増減額（△は減少） － 111,619

受取利息及び受取配当金 △140,731 △57,269

支払利息 193,740 177,132

為替差損益（△は益） － 7,720

持分法による投資損益（△は益） △9,538 72,229

デリバティブ評価損益（△は益） 299,984 △307,269

投資有価証券売却損益（△は益） － △1,326

投資有価証券評価損益（△は益） 217,992 306,765

固定資産売却損益（△は益） △1,498 7,164

過年度関税戻入益 △108,629 －

過年度関税追徴税額 72,576 －

事業整理損失 67,310 70,547

売上債権の増減額（△は増加） 1,943,767 1,199,350

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,093,021 2,043,850

営業投資有価証券の増減額（△は増加） 70,320 119,855

仕入債務の増減額（△は減少） △2,525,182 △775,613

前渡金の増減額（△は増加） 246,937 －

未収入金の増減額（△は増加） 144,368 △36,690

未払金の増減額（△は減少） － △93,693

前受金の増減額（△は減少） － △47,656

預り金の増減額（△は減少） － 32,710

未払費用の増減額（△は減少） － 62,347

未払消費税等の増減額（△は減少） △303,737 －

その他 △195,080 75,928

小計 2,426,228 4,585,290

利息及び配当金の受取額 144,222 57,265

利息の支払額 △189,190 △191,732

法人税等の支払額 △1,789,714 △1,516,375

法人税等の還付額 － 302,593

営業活動によるキャッシュ・フロー 591,546 3,237,041



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 365,684 80,542

定期預金の預入による支出 △156,051 △40,959

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入

1,619,471 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△320,245 －

子会社株式の取得による支出 △65,320 △15,110

関係会社株式の取得による支出 △3,588 －

投資有価証券の取得による支出 △739,891 △100,826

投資有価証券の売却による収入 924,377 306,553

有形固定資産の取得による支出 △471,963 △532,555

有形固定資産の売却による収入 3,185 6,424

無形固定資産の取得による支出 △50,990 △196,670

差入保証金の差入による支出 － △160,716

差入保証金の回収による収入 － 75,106

長期前払費用の取得による支出 △33,003 △10,625

事業譲渡による収入 － ※5  113,163

その他 63,722 △41,389

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,135,385 △517,063

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,700,000 1,162,981

長期借入れによる収入 3,000,000 2,700,000

長期借入金の返済による支出 △2,204,451 △2,770,167

社債の発行による収入 500,000 －

社債の償還による支出 △1,870,100 △160,200

自己株式の取得による支出 △357,964 －

配当金の支払額 － △150,405

少数株主への配当金の支払額 － △5,903

その他 △4,307 11,289

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,636,823 787,595

現金及び現金同等物に係る換算差額 77,881 △419,597

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △832,010 3,087,975

現金及び現金同等物の期首残高 9,374,112 8,542,102

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  8,542,102 ※1  11,630,077



 該当事項はありません。 

   

  

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数      19社 

主要な連結子会社の名称     

株式会社マウスコンピューター 

株式会社シネックス 

   フリーク株式会社 

   株式会社ｉｉｙａｍａ 

    iiyama Benelux B.V. 

株式会社ＭＣＪパートナーズ 

株式会社秀和システム 

株式会社ユニットコム 

（平成19年10月にアロシステム株

式会社から商号変更いたしまし

た。） 

 上記のうち、株式会社ユニットコム

は平成19年５月に株式交換により連結

子会社となったため、当連結会計年度

より連結の範囲に含めております。 

(1)連結子会社の数      16社 

主要な連結子会社の名称     

株式会社マウスコンピューター 

株式会社シネックス 

iiyama Benelux B.V. 

株式会社秀和システム 

株式会社ユニットコム 

 フリーク株式会社は、当連結会計年

度において株式会社シネックスが吸収

合併いたしました。 

 株式会社ｉｉｙａｍａは、当連結会

計年度において株式会社マウスコンピ

ューターが吸収合併いたしました。  

 株式会社ＭＣＪパートナーズは、当

連結会計年度において当社が吸収合併

いたしました。 

  (2)主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社の名称     

ＨＰＣシステムズ株式会社 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は小規模であり、合計

の総資産、売上高、当期純利益（持分

に見合う分）及び利益剰余金（持分に

見合う分）等はいずれも、連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていないため

であります。 

(2)主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社の名称     

ＨＰＣシステムズ株式会社 

飯山(上海)貿易有限公司  

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社はいずれも小規模であ

り、合計の総資産、売上高、当期純利

益（持分に見合う分）及び利益剰余金

（持分に見合う分）等はいずれも、連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1)持分法適用の関連会社数  １社 

  会社名  株式会社アドテック 

    株式会社アドテックは、実質的な影

響力が増したため、当連結会計年度よ

り、持分法適用の関連会社に含めてお

ります。 

    なお、前連結会計年度まで持分法適

用の関連会社であった株式会社ユニッ

トコム（平成19年10月にアロシステム

株式会社から商号変更いたしまし

た。）並びにアイシーエムカスタマー

サービス株式会社は、株式交換により

連結子会社となったため、当連結会計

年度より持分法適用範囲から除外して

おります。 

(1)持分法適用の関連会社数  －社 

    前連結会計年度まで持分法適用の関

連会社であった株式会社アドテック

は、株式売却により、当連結会計年度

より持分法の適用範囲から除外してお

ります。 

  



  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  (2)持分法を適用していない関連会社（株

式会社エーエスピーランド）は、当期

純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等からみて、

持分法の対象から除いても連結財務諸

表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため、持分

法の適用範囲から除外しております。 

(2)       － 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

  連結子会社のうち

iiyama Benelux B.V.、

iiyama Deutschland GmbH、

iiyama (UK) Ltd.、 

iiyama France SARL及び

iiyama Polska Sp.z o.o.の決算日は、12

月31日でありますが、連結決算日(３月31

日）との差は３ヶ月以内であるため、当

該連結子会社の事業年度に係る財務諸表

を基礎として連結を行っております。 

 ただし１月１日から３月31日までの期

間に発生した重要な取引については、連

結上必要な調整を行っております。 

 同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

(営業投資有価証券を含む) 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しておりま

す。 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

(営業投資有価証券を含む) 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

時価のないもの 

同左 

    ②デリバティブ 

 連結子会社の一部において時価法を

採用しております。 

  ②デリバティブ 

同左 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

    ③たな卸資産 

商品、原材料 

国内連結子会社は移動平均法による

原価法または先入先出法による低価法

を、在外連結子会社は移動平均法によ

る低価法を採用しております。 

  ③たな卸資産 

商品、原材料 

国内連結子会社は移動平均法または

先入先出法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）を、在

外連結子会社は移動平均法による低価

法を採用しております。 

  製品、仕掛品 

連結子会社は、主として個別法によ

る原価法を採用しております。 

製品、仕掛品 

連結子会社は、主として個別法によ

る原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）を採用しております。

  貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法を採用

しております。 

貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法（貸借

対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法による算定）

を採用しております。 

  （会計方針の変更） 

 国内連結子会社が通常の販売目的で保

有するたな卸資産の評価基準について

は、従来、原価法又は低価法によってお

りましたが、当連結会計年度より「棚卸

資産の評価に関する会計基準」（企業会

計基準第９号 平成18年７月５日公表

分）を適用しております。 

 これにより、営業利益及び経常利益は

210,216千円減少し、税金等調整前当期純

損失は同額増加しております。  

 なお、セグメント情報に与える影響は

当該箇所に記載しております。 

  (２)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は定率法（た

だし、平成10年４月１日以降に取得した

建物（附属設備を除く）については定額

法）を、また、在外連結子会社は定額法

を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産(リース資産を除く） 

同左 

  建物 ２～50年

構築物  ４～15年

車両運搬具 ２～６年

工具器具備品 ２～20年

  



  

  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  （会計方針の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、当連結会

計年度より、法人税法の改正に伴い、平

成19年４月１日以降に取得した資産につ

いては、改正後の法人税法に基づく減価

償却の方法により、減価償却費を計上し

ております。 

 なお、この変更に伴う営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益に与え

る影響は軽微であります。 

  

  

  （追加情報） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法

の改正に伴い、平成19年３月31日以前に

取得した資産については、改正前の法人

税法に基づく減価償却の方法により取得

価額の５％に到達した連結会計年度の翌

連結会計年度より、取得価額の５％相当

額と備忘価額との差額を５年間にわたり

均等償却し、減価償却費に含めて計上し

ております。 

 なお、この変更に伴う営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益に与え

る影響は軽微であります。 

    ②無形固定資産 

 定額法を採用しております。なお、自

社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づい

ております。 

  ②無形固定資産(リース資産を除く) 

同左 

    ③    ――――――― 

  

  

  

  ③リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。

  

 なお、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日が平

成20年３月31日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 

    ④長期前払費用 

定額法を採用しております。 

  ④長期前払費用 

同左 

  (３)繰延資産の処理方法 

 株式交付費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。 

(３)繰延資産の処理方法 

 株式交付費 

同左 

  (４)重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により計

上しております。貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(４)重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

同左 



  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

    ②賞与引当金 

 従業員に支給する賞与の支出に充てる

ため、賞与支給見込額のうち当連結会計

年度負担額を計上しております。 

  ②賞与引当金 

 同左 

    ③製品保証引当金 

 製品及び商品販売後の無償補修費用の

支出に備えるため、販売数量を基準とし

て過去の経験率に基づき無償補修費用見

込額を計上しております。    

  ③製品保証引当金 

同左  

    ④返品調整引当金 

 出版物の返品による損失に備えるた

め、書籍等の出版事業に係る売上債権残

高に一定期間の返品率及び売買利益率を

乗じた額を計上しております。 

  ④返品調整引当金 

 連結子会社の一部において、出版物の

返品の損失に備えるため、書籍等の出版

事業に係る売上債権残高に一定期間の返

品率及び売買利益率を乗じた額を計上し

ております。 

 また、連結子会社の一部においては、

商品の返品による損失に備えるため、過

去の返品率等を勘案し、将来の返品に伴

う損失予想額を計上しております。  

    ⑤ポイント引当金 

 連結子会社の一部において、ポイント

カード制度における、顧客に付与したポ

イント利用に備えるため、当連結会計年

度末における将来の売上値引き見込額を

計上しております。 

  ⑤ポイント引当金 

同左 

    ⑥     ―――――――   ⑥事業整理損失引当金 

 事業整理に伴い発生する損失に備える

ため、今後見込まれる損失見積額を計上

しております。  

    （追加情報）  

 国内連結子会社であるＦＸトレード株

式会社は、外国為替証拠金取引事業を取

り巻く市場環境及び当社グループ内にお

ける事業シナジー等を検討した結果、平

成21年５月14日付けにて同社事業の重要

な一部をPhillip Financials株式会社へ

事業譲渡する決議をしたため、今後見込

まれる損失見積額を事業整理損失引当金

繰入額111,619千円として特別損失に計

上しております。 



  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

    ⑦退職給付引当金 

 連結子会社の一部において、従業員の

退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務に基づき計上し

ております。過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（５年）による按分額

を費用処理しております。数理計算上の

差異については、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により翌連結会計年度

から費用処理することとしております。

 また、連結子会社の一部においては、

従業員の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務の見込

額（簡便法）に基づき計上しておりま

す。 

  ⑦退職給付引当金 

同左 

    ⑧役員退職慰労引当金 

 連結子会社の一部において、役員の退

職慰労金の支出に備えるため、内規に基

づく当連結会計年度末要支給額を計上し

ております。 

  ⑧役員退職慰労引当金 

同左 

  (５)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。な

お、在外子会社の資産及び負債は、当該

子会社の決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘定に含め

て計上しております。 

(５)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算の基準 

同左 

  (６)重要なリース取引の処理方法 

   連結子会社の一部において、リース物

件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。

(６)重要なリース取引の処理方法 

－ 

  (７)重要なヘッジ会計の方法 

   ①ヘッジ会計の方法 

 連結子会社の一部において、繰延ヘッ

ジ処理を採用しております。また、為替

予約については、振当処理の要件を充た

している場合は振当処理を、金利スワッ

プについて特例処理の条件を充たしてい

る場合には特例処理を採用しておりま

す。 

(７)重要なヘッジ会計の方法 

   ①ヘッジ会計の方法 

同左 



  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

    ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段 

     為替予約、金利スワップ 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段 

同左 

      ヘッジ対象 

    外貨建金銭債権債務、借入金利息 

    ヘッジ対象 

同左 

    ③ヘッジ方針 

  為替予約取引については、外国為替変

動リスクをヘッジする目的で実需の範囲

内で実施しております。 

 金利スワップ取引については、借入金

の金利上昇リスクのヘッジを目的とし、

実需に伴う取引に限定し実施しておりま

す。 

  ③ヘッジ方針 

同左 

    ④ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要

な条件が同一であり、ヘッジ開始時及び

その後も継続して相場変動またはキャッ

シュ・フロー変動を完全に相殺するもの

と想定することができるため、ヘッジ手

段とヘッジ対象に関する重要な条件が同

一であることを確認することにより有効

性の判断に代えております。 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  (８)その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

①営業投資有価証券売上高及び売上原価

 売上高に含まれている営業投資有価証

券の売上高には、営業投資有価証券の売

却高、受取配当金、受取利息及び営業投

資目的で取得した社債の償還益を計上

し、売上原価に含まれている営業投資有

価証券売上原価には、売却有価証券帳簿

価額、支払手数料、減損処理額等を計上

しております。 

(８)その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

①営業投資有価証券売上高及び売上原価

同左 

  ②投資事業組合等への出資に係る会計処

理 

  営業投資目的による投資事業組合等へ

の出資に係る会計処理は、組合の事業年

度の財務諸表及び中間財務諸表に基づい

て、組合の純資産及び収益・費用を当社

及び連結子会社の出資持分割合に応じ

て、営業投資有価証券（流動資産）及び

収益・費用として計上しております。 

②投資事業組合等への出資に係る会計処

理 

同左 

  ③消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

③消費税等の会計処理 

同左 



  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 ５. 連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

 ６. のれん及び負ののれん

の償却に関する事項 

 のれん及び負ののれんの償却について

は、主として20年間の均等償却を行って

おります。 

同左 

 ７．連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金の

範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 



  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  ──────  (連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関す

る当面の取り扱い) 

 当連結会計年度より「連結財務諸表作成における在外

子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報

告第18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必

要な修正を行っております。 

 これにより、営業利益及び経常利益は7,944千円減少

し、税金等調整前当期純損失は同額増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載

しております。  

   

 (リース取引に関する会計基準) 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当連結会計年度より「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会会計制度委員会）、平成19年３月30日

改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用し

ております。 

 この変更による当連結会計年度の損益に与える影響及

びセグメント情報に与える影響は軽微であります。 



  

表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 （連結貸借対照表） 

  「一年内返済予定長期借入金」（当連結会計年度末残

高は2,583,389千円）は、前連結会計年度まで区分掲記

しておりましたが、当連結会計年度より「短期借入金」

に含めて表示しております。 

  「製品保証引当金」は当連結会計年度より新規連結子

会社が計上している「商品保証引当金」を含め、「製品

等保証引当金」と表示しております。 

 （連結貸借対照表） 

 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を規制する内閣府令」（平成20年８月７日 内

閣府令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年

度において、「たな卸資産」として掲記されていたもの

は、当連結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」 

「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。なお、

前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商品及び

製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ

10,989百万円、84百万円、1,883百万円であります。 

 （連結損益計算書） 

  前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含

めて表示しておりました「デリバティブ評価損」は重要

性が増したため、区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「デリバティブ評価損」は4,275千円であります。 

 前連結会計年度において区分掲記しておりました「株

式交付費」は、営業外費用の総額100分の10以下となっ

たため、営業外費用の「その他」に含めて表示しており

ます。 

 なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「株式交付費」は1,797千円であります。 

 前連結会計年度において特別利益の「その他」に含め

て表示しておりました「貸倒引当金戻入益」は重要性が

増したため、区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「貸倒引当金戻入益」は7,780千円であります。 

 前連結会計年度において特別損失の「その他」に含め

て表示しておりました「投資有価証券評価損」は重要性

が増したため、区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「投資有価証券評価損」は2,604千円であります。 

 （連結損益計算書） 

 前連結会計年度において特別損失の「その他」に含め

て表示しておりました「固定資産売却損」は重要性が増

したため、区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「固定資産売却損」は22千円であります。  



  

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

（連結キャッシュ・フロー計算書）  

  営業活動によるキャッシュ・フローの「デリバティブ

評価損」は重要性が増したため、区分掲記しておりま

す。 

 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「デリバティブ評価損」は4,275千円であります。 

  

 営業活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証券

評価損」は重要性が増したため、区分掲記しておりま

す。 

 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「投資有価証券評価損」は2,619千円であります。 

  

 投資活動によるキャッシュ・フローの「定期預金の預

入による支出」は、重要性が増したため区分掲記してお

ります。 

 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「定期預金の預入による支出」は△１千円であります。

  

 投資活動によるキャッシュ・フローの「貸付の実行に

よる支出」は、重要性が乏しくなったため、「その他」

に含めて表示しております。 

 なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「貸付の実行による支出」は△535千円であります。 

  

 財務活動によるキャッシュ・フローの「自己株式の取

得による支出」は、重要性が増したため区分掲記してお

ります。 

  なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「自己株式の取得による支出」は△277千円でありま

す。 

（連結キャッシュ・フロー計算書）  

 営業活動によるキャッシュ・フローの「前渡金の増減

額（△は増加）」は金額的重要性が乏しくなったため

「その他」に含めております。 

 なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「前渡金の増減額（△は増加）」は△1,949千円であり

ます。 

  

 営業活動によるキャッシュ・フローの「未払消費税等

の増減額（△は減少）」は金額的重要性が乏しくなった

ため、「その他」に含めております。 

 なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「未払消費税等の増減額（△は減少）」は45,909千円で

あります。 

  

 投資活動によるキャッシュ・フローの「差入保証金の

差入による支出」は、重要性が増したため区分掲記して

おります。 

  なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「差入保証金の差入による支出」は△114,803千円であ

ります。 

  

 投資活動によるキャッシュ・フローの「差入保証金の

回収による収入」は、重要性が増したため区分掲記して

おります。 

  なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「差入保証金の回収による収入」は158,472千円であり

ます。 

  

 財務活動によるキャッシュ・フローの「自己株式の取

得による支出」は、金額的重要性が乏しくなったため、

「その他」に含めております。 

 なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「自己株式の取得による支出」は△420千円であります 

  



  

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券（株式） 318,467千円 投資有価証券（株式） 5,128千円

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は、次のとおりであります。

         ――――――― 

  

建物 154,629千円

土地 154,604千円

計 309,234千円

担保付債務は、次のとおりであります。 

長期借入金 300,000千円

  ３ 当座貸越契約 

  当社及び連結子会社（６社）においては、運転

資金の効率的な調達を行うため取引銀行13行と当

座貸越契約を締結しております。これら契約に基

づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

 ３ 当座貸越契約 

  当社及び連結子会社（５社）においては、運転

資金の効率的な調達を行うため取引銀行11行と当

座貸越契約を締結しております。これら契約に基

づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

当座貸越極度額の総額 21,000,000千円

借入実行残高 8,950,000千円

  差引額 12,050,000千円

当座貸越極度額の総額 18,800,000千円

借入実行残高 9,600,000千円

  差引額 9,200,000千円

※４ のれん及び負ののれんは、両者を相殺した差額を

無形固定資産に「のれん」として表示しておりま

す。相殺前の金額は次のとおりであります。 

※４ のれん及び負ののれんは、両者を相殺した差額を

無形固定資産に「のれん」として表示しておりま

す。相殺前の金額は次のとおりであります。 

のれん 6,051,031千円

負ののれん 332,547千円

のれん 1,818,619千円

負ののれん 314,128千円



  

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給与手当 4,066,432千円

退職給付費用  52,580千円

賞与引当金繰入額  186,623千円

製品等保証引当金繰入額 310,539千円

貸倒引当金繰入額 602千円

役員退職慰労引当金繰入額 10,840千円

給与手当 4,031,903千円

退職給付費用  74,509千円

賞与引当金繰入額  227,836千円

製品等保証引当金繰入額 286,187千円

貸倒引当金繰入額 205,081千円

役員退職慰労引当金繰入額 11,960千円

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費  

 9,511千円 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費  

      2,965千円 

           ――――――― ※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

    工具器具備品  1,861千円

その他 11千円

計 1,873千円

           ――――――― ※４ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

   

  

工具器具備品  8,475千円

その他 562千円

計 9,037千円

※５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物附属設備 10,190千円

工具器具備品  4,479千円

その他  493千円

計 15,164千円

建物及び構築物 9,120千円

工具器具備品  17,227千円

その他 28,859千円

計 55,206千円



  

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※８ 減損損失     

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計上しました。 

※６ 減損損失     

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 
減損損失 
（千円） 

静岡県  
浜松市 他 

店舗設備 
建物附属設備、
工具器具備品及
び長期前払費用  

 14,329

場所 用途 種類 
減損損失 
（千円） 

沖縄県 
中頭郡 他 

店舗設備 

建物附属設備、
工具器具備品及
びソフトウェア
等 

 79,570

東京都 
千代田区 
他 

事務所ほか
借地権、 
建物附属設備等 

 67,083

－ その他     のれん 1,172,609

 当社の連結子会社である株式会社ユニットコム（平成

19年10月にアロシステム株式会社から商号変更いたしま

した）は、管理会計上の区分を基準として、物件・店舗

毎に資産のグルーピングを行っております。 

 営業活動による損益が継続してマイナスである店舗に

ついて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失（14,329千円）として特別損失に計上しま

した。 

 その内訳は、建物附属設備10,236千円、工具器具備品

739千円及び長期前払費用3,354千円であります。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値によ

り測定しており、将来キャッシュ・フローがマイナスで

あるため具体的な割引率の算定は行っておりません。 

 店舗設備については、管理会計上の区分を基準とし

て、物件・店舗毎に資産のグルーピングを行っておりま

す。 

 営業活動による損益が継続してマイナスである店舗に

ついて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失79,570千円として特別損失に計上しまし

た。  

 なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値によ

り測定しており、将来キャッシュ・フローがマイナスで

あるため具体的な割引率の算定は行っておりません。 

  

 その他の事業用資産については、資産に対応して継続

的に収支の把握を実施している管理会計上の事業区分に

よりグルーピングを行っております。また、継続的な使

用が見込めない場合は、個別にグルーピングを行ってお

ります。 

 継続的な使用が見込めなくなった建物附属設備等は全

額減額、借地権は帳簿価額を正味売却価額（正味売却価

額は路線価等に基づき算定しております）まで減額し、

当該減少額を減損損失67,083千円として計上しておりま

す。 

  

 事業計画を見直したところ、国内連結子会社である株

式会社シネックス等の個別財務諸表に計上されているの

れんについて、当初想定した収益が見込めなくなったこ

とから、未償却残高全額を減額（㈱カフェスタののれん

については事業譲渡契約に基づく回収可能価額まで減

額）し、当該減少額を減損損失1,172,609千円として計上

しております。 



前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

           ――――――― ※７ のれん償却額 

    「連結財務諸表における資本連結手続に関する実

務指針」（日本公認会計士協会 平成19年３月29

日 会計制度委員会報告第７号）第32項の規定に

基づき、のれんを償却したものであります。 

    なお、のれん償却額の内訳は以下のとおりであ

ります。 

株式会社シネックス 1,410,418千円

株式会社ユニットコム 1,146,109千円

その他 97,617千円

           ――――――― ※８ 事業整理損 

    国内連結子会社である株式会社iriver japanは、

モバイル放送株式会社が提供する衛星放送サービ

ス「モバＨＯ！」受信機能を搭載したマルチメデ

ィアプレーヤー等を販売しておりましたが、平成

20年７月29日付にてモバイル放送株式会社よりモ

バイル放送事業の終了について公表があったた

め、事業整理損70,547千円を特別損失に計上して

おります。 



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１. 普通株式の発行済株式総数の増加30,992株は、株式交換による増加であります。 

２. 普通株式の自己株式の株式数の増加5,987株は、取締役会決議に基づく自己株式の市場買付けによる

増加2,500株、株式会社ユニットコム（平成19年10月にアロシステム株式会社から商号変更いたしまし

た。）との株式交換により同社に割当交付した自己株式（当社株式）の買取による増加3,486株及び端

株の買取による増加１株であります。 

  

２．新株予約権に関する事項 

（注）新株予約権の目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

  

３．配当に関する事項 

基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの  

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末 

株式数（株） 
当連結会計年度 

 増加株式数（株） 
当連結会計年度 

 減少株式数（株） 
当連結会計年度末 
 株式数（株） 

発行済株式         

普通株式 （注）１  461,394  30,992  －  492,386

合計  461,394  30,992  －  492,386

自己株式         

普通株式 （注）２  12  5,987  －  5,999

合計  12  5,987  －  5,999

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計 
年度末残高 
（千円） 

前連結会計
年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

 提出会社

（親会社） 
第３回新株予約権 普通株式  12,000  －  －  12,000  16,000

合計 －  －  －  －  －  16,000

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年６月27日 

定時株主総会 
普通株式  153,212 利益剰余金   315 平成20年３月31日 平成20年６月30日



当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１. 普通株式の発行済株式総数の減少０株は、自己株式の消却によるものであります。 

   ２. 自己株式の普通株式の株式数の増加14株は、端株の買取によるものであります。 

   ３． 自己株式の普通株式の株式数の減少０株は、端株の消却によるものであります。  

  

２．新株予約権に関する事項 

（注）新株予約権の目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

  

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額  

  

  
前連結会計年度末 

株式数（株） 
当連結会計年度 

 増加株式数（株） 
当連結会計年度 

 減少株式数（株） 
当連結会計年度末 
 株式数（株） 

発行済株式         

普通株式 （注）１  492,386  －  0  492,386

合計  492,386  －  0  492,386

自己株式         

普通株式 (注)２、３  5,999  14  0  6,013

合計  5,999  14  0  6,013

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計 
年度末残高 
（千円） 

前連結会計
年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

 提出会社

（親会社） 
第３回新株予約権 普通株式  12,000  －  －  12,000  16,000

合計 －  －  －  －  －  16,000

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年６月27日 

定時株主総会 
普通株式  153,212 利益剰余金   315 平成20年３月31日 平成20年６月30日



   

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年３月31日現在） （平成21年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 8,612,632千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金 
△70,529千円

現金及び現金同等物 8,542,102千円

現金及び預金勘定 12,141,025千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金 
△510,947千円

現金及び現金同等物 11,630,077千円

 ２ 重要な非資金取引の内容 

   株式交換に伴う資本準備金の増加   1,852,081千円 

 ２ 重要な非資金取引の内容 

当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・リー

ス取引に係る資産及び債務の額は、それぞれ344,190

千円であります。 

 ３ 株式の取得等により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

 株式の取得等により新たに連結したことに伴う連結

開始時の資産及び負債の内訳、当該子会社の取得価額

及び取得のための支出（純額）との関係は次のとおり

であります。 

  ＦＸトレード株式会社 

          ――――――― 

流動資産 2,543,387千円

固定資産 32,162千円

のれん 194,509千円

流動負債 △2,358,892千円

固定負債 △14,910千円

子会社の取得価額  396,256千円

子会社の現金及び現金同等物  △76,011千円

差引：子会社の取得のための支出 320,245千円

 ４ 株式交換により新たに連結子会社となった会社の資産

及び負債の主な内訳 

 株式交換により新たに株式会社ユニットコム（平成

19年10月にアロシステム株式会社から商号変更いたし

ました）及びその子会社５社を連結したことに伴う連

結開始時の資産及び負債の内訳及び株式交換による子

会社資金の受入額（純額）は次のとおりであります。

          ――――――― 

 (1) 連結開始時の資産及び負債の内訳 

流動資産 10,800,057千円

固定資産 3,233,292千円

のれん 1,273,857千円

流動負債 △8,922,985千円

固定負債 △3,630,971千円

 (2) 株式交換による子会社資金の受入額 

現金及び現金同等物 1,619,471千円

株式の交換費用 －千円

株式交換による子会社資金の受

入額 
1,619,471千円



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

            ―――――――  ※５  当連結会計年度に事業の譲渡により減少した資産

の主な内訳は次のとおりであります。 

  株式会社iiyama             （千円） 

流動資産                111,445千円

固定資産   1,718千円

   資産合計  113,163千円



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

      事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

      （事業区分の方法の変更） 

       一部の連結子会社の事業は前連結会計年度ではその他の事業の区分に属しておりましたが、前第４四半期

連結会計期間から、上場株式の売却損益の純額を営業外損益として計上する方法に変更したことにより、セ

グメントに与える影響が軽微となったため、当連結会計年度から当該事業をパソコン関連事業に含めて表示

しております。 

    ２．各区分に属する主要な事業内容 

      (1）パソコン関連事業    ：パソコン及びパソコン周辺機器の製造販売、パソコンモニター及びディス

プレイの製造販売 

      (2）メディア事業      ：パソコン関連専門書等の出版 

    ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用491,388千円は、当社管理部門に係る費用

であります。 

    ４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、4,019,973千円であり、その主なものは、当

社での余資運用資金（現金及び預金）、関係会社短期貸付金及び管理部門に係る資産等であります。 

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
パソコン 
関連事業 
（千円） 

メディア 
事業 

（千円） 

計 
（千円） 

消去 
又は全社  
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損失                              

  売上高                              

(1）外部顧客に対する 

売上高 
 103,123,293  1,893,001  105,016,295  －  105,016,295

(2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 10,172  892  11,064  △11,064  －

計  103,133,466  1,893,893  105,027,359  △11,064  105,016,295

営業費用  100,528,120  1,707,841  102,235,962  △45,358  102,190,603

営業利益  2,605,345  186,052  2,791,397  34,293  2,825,691

Ⅱ 資産、減価償却費及び

資本的支出 
                             

資産  42,251,732  5,415,337  47,667,069  △288,431  47,378,638

減価償却費  308,790  5,757  314,548  10,178  324,727

資本的支出  586,524  1,349  587,873  9,379  597,252



当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

      事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

      （事業区分の方法の変更） 

       「投資事業」については、前連結会計年度まで「パソコン関連事業」に含めておりましたが、金額的重要

性が増したため、当連結会計年度よりセグメントを追加しております。 

       なお、当連結会計年度と同一の区分方法によった場合の前連結会計年度の事業の種類別セグメント情報

は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

  
パソコン 
関連事業 
（千円） 

メディア 
事業 

（千円） 

投資事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去 
又は全社  
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益                                    

  売上高                                    

(1）外部顧客に対する 

売上高 
 92,206,251  2,078,646  142,445  94,427,343  －  94,427,343

(2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 5,817  745  －  6,563  △6,563  －

計  92,212,069  2,079,392  142,445  94,433,907  △6,563  94,427,343

営業費用  91,135,454  1,829,312  327,645  93,292,411  △2,911  93,289,500

営業利益又は営業損

失(△) 
 1,076,614  250,080  △185,199  1,141,495  △3,651  1,137,843

Ⅱ 資産、減価償却費、

減損損失及び資本的

支出 

                                   

資産  33,775,237  5,545,434  963,901  40,284,573  △14,275  40,270,298

減価償却費  392,562  4,519  390  397,472  14,760  412,233

減損損失  1,310,570  －  －  1,310,570  8,692  1,319,263

資本的支出  906,125  800  1,040  907,966  45,315  953,281

  
パソコン 
関連事業 
（千円） 

メディア 
事業 

（千円） 

投資事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去 
又は全社  
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益                                    

  売上高                                    

(1）外部顧客に対する 

売上高 
 102,839,922  1,893,001  283,371  105,016,295  －  105,016,295

(2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 10,172  892  －  11,064  △11,064  －

計  102,850,094  1,893,893  283,371  105,027,359  △11,064  105,016,295

営業費用  100,210,352  1,707,841  317,767  102,235,962  △45,358  102,190,603

営業利益又は営業損

失(△) 
 2,639,742  186,052  △34,396  2,791,397  34,293  2,825,691

Ⅱ 資産、減価償却費、

減損損失及び資本的

支出 

                                   

資産  38,957,088  5,415,337  3,294,643  47,667,069  △288,431  47,378,638

減価償却費  307,787  5,757  1,002  314,548  10,178  324,727

資本的支出  585,176  1,349  1,348  587,873  9,379  597,252



    ２．各区分に属する主要な事業内容 

       (1）パソコン関連事業    ：パソコン及びパソコン周辺機器の製造販売、パソコンモニター及びディス

プレイの製造販売 

      (2）メディア事業      ：パソコン関連専門書等の出版 

      (3) 投資事業        ：IT関連株式及びIPOを目指すベンチャー企業への投資、外国為替証拠金取

引業務     

    ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用632,196千円は、当社管理部門に係る費用

であります。 

    ４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、3,113,594千円であり、その主なものは、当

社での余資運用資金（現金及び預金）、関係会社短期貸付金及び管理部門に係る資産等であります。 

    ５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。  

    ６. 会計処理の方法の変更 

      (棚卸資産の評価に関する会計基準) 

       「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（１）に記載のとおり、当連結会計年度より

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用しておりま

す。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業利益はパソコン関連事業で

210,216千円減少しております。 

      (連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い)  

        「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「連結

財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号 平成18年５月

17日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて当連結会計年度の営業利益

は、パソコン関連事業で7,944千円減少しております。 

      (リース取引に関する会計基準)  

        「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「リー

ス取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19

年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成

６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用しております。

       なお、この変更による損益への影響は軽微であります。 



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占め

る割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

欧州………………オランダ、ポーランド 

     ３. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は632,196千円は、当社管理部門に係る費

用であります。 

     ４. 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、3,113,594千円であり、その主なものは、当

社での余資運用資金（現金及び預金）、関係会社短期貸付金及び管理部門に係る資産等であります。  

５．会計処理の変更 

（棚卸資産の評価に関する会計基準）  

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（１）に記載のとおり、当連結会計年度より

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用しており

ます。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業利益は、日本で210,216

千円減少しております。 

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）  

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」 に記載のとおり、当連結会計年度より「連

結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号 平成18年

５月17日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の

営業利益は、欧州で7,944千円減少しております。 

 (リース取引に関する会計基準) 

       「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「リー

ス取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19

年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成

６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用しております。

       なお、この変更による損益への影響は軽微であります。   

ｂ．所在地別セグメント情報

  
日本 

（千円） 
欧州 

（千円） 
計 

（千円） 

消去 
又は全社  
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益                              

  売上高                              

(1）外部顧客に対する 

売上高 
 85,600,720  8,826,622  94,427,343  －  94,427,343

(2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 1,804,152  85  1,804,237  △1,804,237  －

計  87,404,873  8,826,708  96,231,581  △1,804,237  94,427,343

営業費用  86,857,569  8,270,798  95,128,368  △1,838,868  93,289,500

営業利益  547,303  555,909  1,103,213  34,630  1,137,843

Ⅱ 資産  38,329,326  2,375,968  40,705,294  △434,996  40,270,298



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

     海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 （注）１．海外売上高は、連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

３．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

  (1)欧州………………ドイツ、オランダ、イギリス、フランス等 

  (2)その他の地域……米国、中国等 

  

ｃ．海外売上高

  欧州 その他の地域 計 

Ⅰ  海外売上高（千円）  8,780,165  781,520  9,561,686

Ⅱ 連結売上高（千円）              94,427,343

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  9.3  0.8  10.1



  

 （注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 35,835円 63銭

１株当たり当期純利益金額 3,164円 53銭

１株当たり純資産額 27,271円 24銭

１株当たり当期純損失金額 7,595円  36銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。 

  
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１株当たり当期純利益            

当期純利益又は当期純損失（△）（千

円） 

 1,529,827  △3,694,201

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失(△)（千円） 

 1,529,827  △3,694,201

期中平均株式数（株） 普通株式    483,430 普通株式   486,376 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

 平成16年６月28日の定時株主総

会決議による第２回新株予約権

（新株予約権の数1,040個）普通

株式3,120株 

 平成17年６月28日の定時株主総

会決議による第４回新株予約権

（新株予約権の数960個）普通株

式2,880株 

 平成17年９月21日の取締役会決

議による第３回新株予約権（新株

予約権の数4,000個）普通株式

12,000株  

 平成16年６月28日の定時株主総

会決議による第２回新株予約権

（新株予約権の数1,010個）普通

株式3,030株 

 平成17年６月28日の定時株主総

会決議による第４回新株予約権

（新株予約権の数856個）普通株

式2,568株 

 平成17年９月21日の取締役会決

議による第３回新株予約権（新株

予約権の数4,000個）普通株式

12,000株  



  

（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

（株式会社シネックスとフリーク株式会社の合併にかか

る株式買取請求） 

 当社の連結子会社である株式会社シネックスは、平

成20年2月22日に合併契約を締結し、平成20年5月１日

を合併期日として、連結子会社であるフリーク株式会

社と吸収合併いたしましたが、当該合併に関し、会社

法第797条第１項による反対株主からの株式買取請求

（1,370,200株）を受けております。 

（カフェスタ株式会社の事業譲渡及び解散） 

当社の連結子会社であるカフェスタ株式会社は、平

成20年４月１日にライコスジャパン株式会社から事業

譲渡を受けて以来、「Cafesta（カフェスタ）」の名

称で平成14年７月から運営されているSNS事業の拡大

に努めてまいりました。しかしながら、当社グループ

の中核事業であるパソコン関連市場の昨年来の停滞に

より、中核事業の競争力を再強化する必要が生じてお

り、当社グループ内における事業シナジー等を検討し

た結果、カフェスタ株式会社のSNS事業に関しては、

他社への事業譲渡により事業体制の強化を図ること

が、カフェスタ株式会社のお客様にとっても望ましい

との判断に至り、オンラインゲーム等の事業を展開す

る株式会社ジークレストと協議を進めてまいりました

結果、今般、事業譲渡契約書を締結いたしました。 

なお、本件事業譲渡の完了後、カフェスタ株式会社

は解散し、清算する予定です。 

①カフェスタ株式会社の概要 

②株式会社ジークレストの概要 

③事業譲渡の時期 

事業譲渡契約締結   平成21年５月８日 

事業譲渡日       平成21年６月１日(予定) 

④解散及び清算の時期 

解散決議日       平成21年９月(予定) 

清算結了日       平成21年12月(予定) 

⑤当該事業譲渡及び解散による会社の損失見込額 

当該事業譲渡及び解散に伴う損益への影響は軽微で

あります。 

⑥当該事業譲渡及び解散が営業活動へ及ぼす影響 

当該事業譲渡及び解散に伴う営業活動への影響は軽

微であります。  

商号： カフェスタ株式会社 

事業内容： ソーシャルネットワーキングサー

ビス（SNS）事業 

代表者： 代表取締役社長 上澤 馨 

資本金： 10百万円 

主な株主構成： 株式会社ＭＣＪ（100％） 

商号： 株式会社ジークレスト 

事業内容： オンラインゲームの企画、開発、

運営、販売 

携帯電話向けコンテンツの企画、

開発、運営、販売 

代表者： 代表取締役社長兼CEO 長沢 潔 

資本金： 237百万円 

主な株主構成： 株式会社サイバーエージェント 

株式会社システムプロ 

みずほキャピタル株式会社 

   



  

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

（株式会社マウスコンピュータと株式会社iriver japan

の合併） 

平成21年５月14日開催の取締役会において、ともに

連結対象の完全子会社である株式会社マウスコンピュ

ーター及び株式会社iriver japanを合併することを決

議し、合併契約書を締結いたしました。 

１．合併の目的 

株式会社iriver japanは、平成18年10月の設立以

来、iriverブランドを主力とするデジタルオーディオ

及びポータブルデバイスの事業拡大に努めましたが、

日本国内におけるデジタルオーディオ市場は成熟化が

著しく、前期（平成21年３月期）においては最終赤字

となるなど、今後も厳しい競争環境が続くことが予想

されます。 

当社は今般、当社グループの収益力のより一層の向

上を図るため、隣接業態であるPC及び液晶ディスプレ

イ製造・販売事業とデジタルオーディオ及びポータブ

ルデバイス販売事業とを統合させ、重複する機能の強

化および効率化を図るとともに、相乗的な営業・マー

ケティングによる販売体制の強化を目的として、両社

を合併させることが最良と判断いたしました。 

２．合併の時期 

合併契約締結     平成21年５月14日 

合併期日(効力発生日) 平成21年７月１日(予定) 

３．合併方法、合併後の会社の名称 

(1) 合併方法 

株式会社マウスコンピューターを存続会社とする吸

収合併方式とし、株式会社iriver japanは解散いたし

ます。 

(2) 合併後の会社の名称 

株式会社マウスコンピューター 

４．合併比率、資本増加、引継財産等 

両社共に当社の完全子会社であるため、合併による

資本金の増加はありません。また、合併期日において

株式会社iriver japanの資産・負債及び権利義務の一

切を株式会社マウスコンピューターが引き継ぎます。 



  

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

５．消滅会社の主な概要 

（平成21年３月期） 

商号： 株式会社iriver japan 

事業内容： オーディオ関連機器及びビジュア

ル関連機器の開発、製造、輸入、

販売等 

本店所在地：  東京都台東区上野１－16－５ 

第２産経ビル 

代表者： 代表取締役社長 浅野 樹美 

資本金： 10百万円 

発行済株式数： 200株  

純資産：  △411百万円  

総資産：  648百万円  

従業員：  18名  

主な株主構成： 株式会社ＭＣＪ（100％） 

（ＦＸトレード株式会社事業譲渡） 

当社の完全子会社であるＦＸトレード株式会社

は、平成20年９月のリーマンショックに端を発する

急激な円高による市場環境の悪化と各事業者間の競

争激化に加えて、信託保全義務付けや証拠金倍率に

対する上限設定など金融庁の規制強化により事業環

境が厳しくなっており、ＦＸ事業を取り巻く市場環

境及び当社グループ内における事業シナジー等を検

討した結果、他社への事業譲渡により事業体制の強

化を図ることが、ＦＸトレード株式会社のお客様に

とっても望ましいとの判断に至り、ＦＸ事業等を展

開するPhillipとの間で、ご希望されるお客様の口座

移管に関する事業譲渡契約書を締結するに至りまし

た。 

①ＦＸトレード株式会社の概要 

②Phillip株式会社の概要 

③事業譲渡の時期 

事業譲渡契約締結    平成21年５月14日 

事業譲渡日       平成21年８月１日(予定) 

商号：  ＦＸトレード株式会社 

主な事業内容： 外国為替証拠金取引（ＦＸ）事業

代表者： 代表取締役社長 池田 孝夫 

資本金： 140百万円 

主な株主構成： 株式会社ＭＣＪ（100％） 

商号： Phillip Financials株式会社 

主な事業内容： 金融先物取引業（外国為替証拠金

取引、海外金融先物取引） 

代表者： 代表取締役 チャラッパ・パニッ

カー（Chellapa Panickar） 

資本金： 450百万円 

主な株主構成： Phillip Brokerage Pte Ltd.

（100％） 



  

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

（新株予約権の発行）  

  当社は、平成21年５月14日開催の取締役会において、

会社法240条第１項で読み替える238条第２項の規定に基

づき、当社取締役、監査役及び従業員並びに当社子会社

取締役及び従業員に対して、新株予約権を発行すること

を決議いたしました。その内容は、次のとおりでありま

す。  

１．付与対象者の区分及び人数 

当社及び当社子会社の取締役、監査役、従業員 

２．新株予約権の目的となる株式の種類 

普通株式 

３．新株予約権の目的となる株式の数 

25,000株 （注）１ 

４．新株予約権の行使時の払込金額  

新株予約権の行使に際して払込をすべき１株当たり

の払込金額は、平成21年5月13日における株式会社東京

証券取引所マザーズ市場における当社普通株式の終値

6,550円とする。 （注）２ 

５．新株予約権の行使期間 

平成21年６月５日から平成23年６月４日まで 

６．新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社

の取締役、監査役、従業員、又は子会社の取締

役、監査役、従業員であることを要する。ただ

し、取締役会が正当な事由があると認めた場合は

この限りではない。 

(2) 割当日から本新株予約権の行使期間の満了日に

至るまでの間に東京証券取引所マザーズ市場にお

ける当社普通株式の普通取引終値の１月間（当日

を含む直近の20本邦営業日)の平均株価が一度でも

権利行使価額に50％を乗じた価格を下回った場

合、新株予約権者は残存するすべての本新株予約

権を行使期間の満了日である平成23年６月４日ま

でに行使しなければならないものとする。但し、

次に掲げる場合に該当するときはこの限りではな

い。 

(a) 当社の開示情報に重大な虚偽が含まれること

が判明した場合 

(b) 当社が法令や東証の規則に従って開示すべき

重要な事実を適正に開示していなかったことが

判明した場合 

(c) 当社が上場廃止となったり、倒産したり、そ

の他本新株予約権発行日において前提とされて

いた事情に大きな変更が生じた場合 

(d) その他、当社が新株予約権者の信頼を著しく

害すると客観的に認められる行為をなした場合 



前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  （注）１．新株予約権の目的となる株式の数  

当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の

算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整す

るものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権

のうち、当該時点で権利行使または消却されていない

新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行わ

れ、調整の結果生じる1株未満の端数は切り捨てる。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、上記のほか、割当日後、新株予約権の目的と

なる株式の数の調整をすることが適切な場合は、当社

は、合理的な範囲で株式の数の調整をすることができ

る。 

なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は切

り捨てる。 

（注）２．新株予約権の行使時の払込金額 

(1) 株式分割または株式併合を行う場合、次の算式

により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数

は切り上げる。 

(2) 当社が時価を下回る価額で新株の発行又は自己

株式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく自

己株式の譲渡および株式交換による自己株式の移転の

場合を除く）は、次の算式により行使価額を調整し、

調整による１円未満の端数は切り上げる。 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当

社普通株式に係る発行済株式総数から当社普通株式に

係る自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株

式に係る自己株式の処分を行う場合には、「新規発行

株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの

とする。 

さらに、上記のほか、当社が他社と合併する場合、

会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行

使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的

な範囲で適切に行使価額の調整を行うことができるも

のとする。  

調整後払込金額＝調整前払込金額×  
 1 

 分割・併合の比率 

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

１株あたりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



  

（株式会社シネックスとフリーク株式会社の合併にかかる株式買取請求） 

当社の連結子会社である株式会社シネックスは、平成20年２月22日に合併契約を締結し、平成20年５月１日を合併期

日として、連結子会社であるフリーク株式会社と吸収合併をいたしましたが、当該合併に関し、会社法第797条第１項

による反対株主からの株主買取請求（1,370,200株）を受け、東京地方裁判所に対して株式買取価格の決定の申立を

し、現在係争中であります。  

（その他）



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 202,431 686,479

売掛金 46,615 63,203

営業投資有価証券 － 78,895

前払費用 19,816 16,334

繰延税金資産 3,998 5,028

関係会社短期貸付金 3,100,000 1,950,000

未収還付法人税等 270,467 50,832

その他 40,396 12,019

流動資産合計 3,683,726 2,862,793

固定資産   

有形固定資産   

建物 10,821 21,026

減価償却累計額 △2,959 △414

建物（純額） 7,861 20,611

車両運搬具 3,599 3,599

減価償却累計額 △249 △3,040

車両運搬具（純額） 3,349 559

工具、器具及び備品 16,526 30,760

減価償却累計額 △8,143 △13,320

工具、器具及び備品（純額） 8,383 17,439

有形固定資産合計 19,594 38,610

無形固定資産   

ソフトウエア 13,649 14,647

その他 2,413 1,228

無形固定資産合計 16,063 15,875

投資その他の資産   

投資有価証券 308,810 361,724

関係会社株式 14,034,396 11,023,807

その他の関係会社有価証券 1,000 1,000

長期前払費用 163 1,529

繰延税金資産 6,469 50,480

破産更生債権等 － 120,000

その他 24,355 85,652

貸倒引当金 － △119,999

投資その他の資産合計 14,375,194 11,524,194

固定資産合計 14,410,852 11,578,681

資産合計 18,094,579 14,441,474



（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

短期借入金 1,500,000 1,400,000

関係会社短期借入金 1,120,000 1,000,000

1年内返済予定の長期借入金 1,000,000 333,336

未払金 22,171 40,768

未払費用 3,715 6,331

預り金 3,824 5,968

前受収益 25,118 17,045

賞与引当金 4,361 8,517

その他 － 10,220

流動負債合計 3,679,191 2,822,189

固定負債   

長期借入金 500,000 1,138,886

その他 6,432 －

固定負債合計 506,432 1,138,886

負債合計 4,185,623 3,961,075

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,775,035 3,775,035

資本剰余金   

資本準備金 8,363,218 8,363,218

資本剰余金合計 8,363,218 8,363,218

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 2,110,874 △1,279,119

利益剰余金合計 2,110,874 △1,279,119

自己株式 △356,171 △356,592

株主資本合計 13,892,955 10,502,540

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 － △38,142

評価・換算差額等合計 － △38,142

新株予約権 16,000 16,000

純資産合計 13,908,955 10,480,398

負債純資産合計 18,094,579 14,441,474



（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業収益   

経営指導料 166,159 257,257

業務委託収入 355,931 367,241

受取配当金 － 266,634

その他の収入 6,687 －

営業収益 528,778 891,132

売上総利益 528,778 891,132

販売費及び一般管理費   

役員報酬 104,466 183,455

給料及び手当 130,633 166,682

賞与引当金繰入額 4,361 8,517

減価償却費 10,313 16,024

支払報酬 105,764 78,753

不動産賃借料 － 35,256

その他 131,840 143,506

販売費及び一般管理費合計 487,379 632,196

営業利益 41,399 258,935

営業外収益   

受取利息 21,473 33,591

受取配当金 79,047 －

雑収入 － 12,211

その他 3,592 352

営業外収益合計 104,113 46,155

営業外費用   

支払利息 30,461 46,469

貸倒引当金繰入額 － 119,999

その他 2,659 －

営業外費用合計 33,121 166,469

経常利益 112,391 138,621

特別利益   

抱合せ株式消滅差益 － 34,256

特別利益合計 － 34,256

特別損失   

関係会社株式評価損 － 3,081,696

抱合せ株式消滅差損 － 352,661

その他 － 17,923

特別損失合計 － 3,452,281

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 112,391 △3,279,403

法人税、住民税及び事業税 2,420 2,419

法人税等調整額 30,167 △45,041

法人税等合計 32,587 △42,621

当期純利益又は当期純損失（△） 79,803 △3,236,782



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 3,775,035 3,775,035

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,775,035 3,775,035

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 6,511,136 8,363,218

当期変動額   

新株の発行 1,852,081 －

当期変動額合計 1,852,081 －

当期末残高 8,363,218 8,363,218

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 2,031,070 2,110,874

当期変動額   

剰余金の配当 － △153,212

当期純利益又は当期純損失（△） 79,803 △3,236,782

当期変動額合計 79,803 △3,389,994

当期末残高 2,110,874 △1,279,119

自己株式   

前期末残高 △823 △356,171

当期変動額   

自己株式の取得 △355,348 △420

当期変動額合計 △355,348 △420

当期末残高 △356,171 △356,592

株主資本合計   

前期末残高 12,316,418 13,892,955

当期変動額   

新株の発行 1,852,081 －

剰余金の配当 － △153,212

当期純利益又は当期純損失（△） 79,803 △3,236,782

自己株式の取得 △355,348 △420

当期変動額合計 1,573,537 △3,390,414

当期末残高 13,892,955 10,502,540



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △56,631 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 56,631 △38,142

当期変動額合計 56,631 △38,142

当期末残高 － △38,142

評価・換算差額等合計   

前期末残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 56,631 △38,142

当期変動額合計 56,631 △38,142

当期末残高 － △38,142

新株予約権   

前期末残高 16,000 16,000

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 16,000 16,000

純資産合計   

前期末残高 12,275,787 13,908,955

当期変動額   

新株の発行 1,852,081 －

剰余金の配当 － △153,212

当期純利益又は当期純損失（△） 79,803 △3,236,782

自己株式の取得 △355,348 △420

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 56,631 △38,142

当期変動額合計 1,633,168 △3,428,556

当期末残高 13,908,955 10,480,398



 該当事項はありません。 

   

継続企業の前提に関する注記
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